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    はじめにはじめにはじめにはじめに 

  
本検討委員会は、山口市教育委員会から本市の就学援助制度を『真に経済的に

就学困難な児童・生徒を援助する制度』として適正化するため、就学援助制度の

基本的なあり方とその具体的な方策について検討を依頼され、市民の視点で様々

な角度から検討を行い、また教育現場や地域・地区からの意見も取り入れ、これ

まで過去４回（平成２０年２月、平成２３年１２月、平成２７年２月、平成２９

年１１月）にわたり、就学援助制度の適正化に向けた提言を行ってきたところで

ある。 
  今回の就学援助制度の適正化に向けての検討は、前回の提言の後、３年が経過

するため、社会情勢や経済状況の変化に対応した制度として運用されるよう、検

証を行ったものである。 
本年、新型コロナウイルス感染症による全国規模での学校休業により、国のＧ

ＩＧＡスクール構想の取り組みが加速されたことや、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代

を生きる現代の子どもたちにとって、情報活用能力が言語能力や問題発見・解決

能力等と同様に「学習の基盤となる資質・能力」と位置付けられ、今後ＩＣＴを

基盤とした先端技術等を効果的に活用した取り組みが推進されていく中で、就学

援助制度についても時代の変化に対応した実態に即した支援が必要とされる。 
本検討委員会は、時代の移り変わりに対応しつつ、本市における就学環境の特

性にも配慮しながら、より実情・実態に即した制度が構築できるよう提言を行い、

すべての児童・生徒が安心して就学できる環境になることを期待する。 
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１１１１    本市の就学援助制度の現状と課題本市の就学援助制度の現状と課題本市の就学援助制度の現状と課題本市の就学援助制度の現状と課題 

（１（１（１（１))))    本本本本市の市の市の市の就学援助制度就学援助制度就学援助制度就学援助制度    

就学援助制度は、「経済的理由によって就学困難と認められる学齢児童生徒

の保護者に対して市町村は必要な援助を与えなければならない」と規定された

学校教育法第１９条に基づき、生活保護法第６条第２項に該当する要保護者と

要保護者に準ずると認められる準要保護者を対象として、義務教育を受けるた

めに必要な経費の援助を行うための制度であり、本市では、山口市就学援助費

交付要綱を定め、就学援助を行う基準となる需要額の１．３倍未満（区分１）、

１．３倍以上１．５倍未満（区分２）、１．５倍以上１．８７倍未満（区分３）

の３つの区分に分け、区分に応じた支給品目、支給額の就学援助を行っている。 

※需要額・・・生活保護基準を基に算定した世帯の基準額 

 

（２（２（２（２））））本市の状況本市の状況本市の状況本市の状況    

令和元年度の認定者数は、３，１０７人で、全小中学校児童・生徒に対する 
認定率は２１．２％となっており、児童・生徒の約５人に１人が支給を受けて 
いる状況である。就学援助費支給総額は２億２４７万６千円となっている。 

児童生徒数は、平成２２年度から１０年間で１，４７２人減少しており、認

定率は、平成２５年度をピークに６．４ポイント減少している。【図１】 
児童生徒数の減少や、認定率が平成２５年度をピークに減少に転じているこ

とから支給総額も減少傾向になっており、平成２２年度と比較すると約７千８

百万円の減少となっている。【図２】 
※認定率・・・全児童生徒数に占める就学援助費受給者の割合 
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【図１】本市の児童生徒数及び認定率の推移 

 

 

【図２】本市の就学援助費支給総額の推移 
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（３）（３）（３）（３）県県県県内内内内各市各市各市各市の認定率の推移の認定率の推移の認定率の推移の認定率の推移及び基準額及び基準額及び基準額及び基準額 

    県内１３市における認定率の推移をみると、平成２５年度と比較して、多く

の市で認定率は減少傾向にある。本市以外は、就学援助を行う基準となる需要

額の１．３倍未満を支給基準額の上限としており、令和元年度の認定率が一番

高いのは山陽小野田市の２４．１%で、一番低いのは、長門市の９．８％であ

り、本市の認定率は県内で高い方から４番目に位置している。２０％超となっ

ているのは、本市を含め５市となっている。【図３】 
   また、各市における支給基準額の上限をモデル世帯で比較したところ、本市

は県内で２番目に高くなっている。これは、適用される生活保護の地域物価基

準を勘案した地域区分が２級地の１という高い基準であることや、生活保護基

準の見直しに伴い影響が生じることのないよう、需要額の算定には見直し前の

基準を採用していること、また需要額の１．８７倍までを支給基準額の上限と

していることによるものである。【図４】 
※支給基準額・・・就学援助費の認否の基準となる額 

 
【図３】県内１３市の認定率の推移 
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【図４】県内１３市の支給基準額 

 
※父（４０歳）、母（３８歳）、子（１３歳）、子（８歳）のモデル世帯(借家)におけ 

る収入での支給基準額（上限額）を比較したもの 

 

（４）（４）（４）（４）本市の就学援助制度の適正化に向けたこれまでの取組み本市の就学援助制度の適正化に向けたこれまでの取組み本市の就学援助制度の適正化に向けたこれまでの取組み本市の就学援助制度の適正化に向けたこれまでの取組み 

①①①① 就学援助制度の見直し就学援助制度の見直し就学援助制度の見直し就学援助制度の見直し 

平成１７年度から準要保護者分について国庫補助金が廃止されたことから、

全国の多くの自治体で就学援助制度の見直しについて検討が行われており、本

市においても平成１９年度に就学援助制度適正化検討委員会を立ち上げ、以降

概ね３年を目処に制度の課題を検証し、適正化に向けた提言を行ってきた。 
 

②②②② 平成１９年度検討委員会の提言平成１９年度検討委員会の提言平成１９年度検討委員会の提言平成１９年度検討委員会の提言内容内容内容内容 

当時の制度は、基準より所得が１円でも上回れば「支給なし」、１円でも下回

れば「全額支給」とする認定となっていたことから、所得階層に応じた段階的

な支給を行うことが適切であるとの提言を行った。これにより、従来の支給基

準額の算定を所得額から収入額に変更するとともに、収入額に対応した３段階

の基準を設け、段階に応じた支給品目、支給金額に改正された。 
また、支給金額が不足していた学用品費、新入学学用品費について適正額へ

見直すことを提言したことを踏まえ、これらの経費について増額されるととも

に、修学旅行費、校外活動費の経費も拡大された。 
さらに、住宅扶助基準額の月額４万円については、生活保護に基づく借家特

別基準を前提としているにもかかわらず、持家にも同様に適用されていること
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は適切でないと提言したことにより、持家は月額１万３千円に見直された。 
 

③③③③ 平成平成平成平成２３年度検討委員会の提言内容２３年度検討委員会の提言内容２３年度検討委員会の提言内容２３年度検討委員会の提言内容 

収入状況に応じた３段階の支給区分設定について検証し、需要額の１．３倍

未満を真に支援すべき対象者として位置づけ、低所得者世帯にはより手厚い支

援が行われており、適正に制度運用されていると評価した上で、世帯収入だけ

では判断できない複雑な家庭環境にある児童・生徒も見受けられることから、

数値による均一の基準に加えて、学校と連携しながら生活実態に即した基準づ

くりを検討するよう提言を行った。 
また、住宅扶助基準（借家４万円、持家１万３千円）については、経済的理

由により就学困難な児童・生徒のいる家庭には、必要な基準と考えられるため、

今後も、持家、借家に差異を用いた基準額は必要であると提言した。 
その他には、支援制度を知らず、申請を行っていないケースも考えられるこ

とから、広報手段の充実を図ることや、関係者（学校・福祉部局・民生委員等）

と連携しながら、奨学金制度や無利子貸付などの他の制度も紹介し、より実態

に即した支援を実施することも提言した。 
 

④④④④ 平成２６年度検討委員会の提言内容平成２６年度検討委員会の提言内容平成２６年度検討委員会の提言内容平成２６年度検討委員会の提言内容 

支給基準算定の３区分方式は、収入状況に応じて段階的に支給を行うことを

目的として導入した経緯があり、きめ細やかな本市特有の援助制度として定着

していることから、当面は継続すべきであると提言を行った。 
一方で、各区分の基準額（倍率）の設定の見直しについては、消費税増税や

景気変動など先行き不安定な状況の中で、適正な基準額を定めるのは極めて困

難であり、今は社会経済の動向を注視すべき時期であるとも提言した。 
なお、県内比較をする中で、本市は比較的収入の高い世帯でも就学援助の受

給対象になっており、その原因の一つに、住宅扶助基準が高いことがあげられ、

借家を持家よりも優遇する合理的な理由に乏しいことから、借家の住宅扶助基

準を持家と同一にすべきであると提言した。 
また、支給品目、支給金額については概ね適切であり、児童・生徒の健康面

に配慮して、給食費及び医療費は、優先的品目として取り扱う必要があると提

言した｡ 

就学援助費が本当に必要な世帯に適切に支給されるように、審査方法を検証

するとともに、子どもの就学のために使われているかどうか調査を行うことも

検討するよう要望した。また、制度の見直しを実施する場合には、必要に応じ

て段階的な見直しを行うなど、緩やかな変更措置や十分な周知等をするよう提

言した。 

-6-



 

 

 
⑤⑤⑤⑤ 平成２９年度検討委員会の提言内容平成２９年度検討委員会の提言内容平成２９年度検討委員会の提言内容平成２９年度検討委員会の提言内容 

支給基準算定の３区分方式は、本市特有の制度であるが、区分３に該当する

世帯は比較的高い収入層に該当しており、真に支援が必要な世帯であるか慎重

に判断するとともに、より支援が必要な区分の世帯への支援の在り方について

検討するよう提言を行った。また、入学準備に係る経費は高額になることから、

新入学学用品費の前倒し支給の導入について提言を行い、平成２９年度末から

実施されている。 
さらに、支給品目のうち、新入学学用品費、修学旅行費及び校外活動費につ

いては、国の要保護児童生徒援助費補助金予算単価を準用するよう、また、支

払い回数については、学校現場や受給者からの意見を参考にしながら見直しす

るよう提言を行った。 
その他、保護者の大きな負担となる制服の買い替えについて、現物支給も踏

まえた支援の検討を要望した。 
 

⑥⑥⑥⑥ 本市制度の課題本市制度の課題本市制度の課題本市制度の課題 

本市は、支給基準算定にあたり、本市特有の３区分方式を導入し、需要額の

１．８７倍までを支給対象としており、需要額の１．３倍を支給基準の上限額

とする他市に比べて対象範囲が広く、比較的収入の高い世帯も支援が受けられ

る制度となっている。 
変化する社会経済、教育環境において、真に経済的に就学困難な児童・生徒

への適切な支援制度となっているか、限られた教育予算の中で、持続可能な制

度として運用されているか、この点を本市制度の課題とする。 
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２２２２    令和２令和２令和２令和２年度制度内容の検証年度制度内容の検証年度制度内容の検証年度制度内容の検証 

（１）（１）（１）（１）検証項目検証項目検証項目検証項目 

   本検討委員会では、下記項目について検証を行った。 
 
 
 
 
 
（２）（２）（２）（２）検証内容検証内容検証内容検証内容 

①①①① 支支支支給品目ごとの支給額給品目ごとの支給額給品目ごとの支給額給品目ごとの支給額のののの妥当性妥当性妥当性妥当性についてについてについてについて    

学用品費やＰＴＡ会費、卒業アルバム代を含め、現行制度での支給品目及び

支給額が適切かどうか、また、前回の検討委員会でも議論となった制服代につ

いても検証した。【表１、２】 
 

【表１】就学援助費の支給品目と支給額（令和２年度） 

 
  

(単位：円)

小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校

16,300 27,900

51,060 60,000 51,060 60,000

実費 実費 実費 実費

21,890以内 60,910以内 21,890以内 60,910以内

実費 実費

1,600以内 2,310以内

実費 実費

3,690以内 6,210以内

給食費 実費 実費の２分の１

区分１区分１区分１区分１ 区分２区分２区分２区分２ 区分３区分３区分３区分３

旧生活保護基準の

１.３倍未満

旧生活保護基準の

１.３倍～１.５倍未満

旧生活保護基準の

１.５倍～１.８７倍未満

実費の２分の１

学用品費 - -

新入学用品 -

修学旅行 -

- -

泊無 - -

 校外

活動

医療費 実費 実費 実費

泊有

援助のあり方に関する課題 
① 支給品目ごとの支給額の妥当性について 
② オンライン学習通信費について 
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【表２】山口市立小･中学校における保護者負担額 （令和２年度）  

 

 

②②②② オンライン学習通信費オンライン学習通信費オンライン学習通信費オンライン学習通信費についてについてについてについて 

本年、新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、全国的に長期間にわた

り学校休業となる中、オンラインを活用した取り組みが着目され、文部科学省

においてもＧＩＧＡスクール構想を加速させ、令和５年度を整備完了年度とし

ていた児童・生徒一人１台端末の整備を今年度に前倒して実施するなど、今後

はＩＣＴを活用した教育の取り組みがさらに推進されていくことが予想され

る。 
本市においては、今年度オンラインを活用した学習としてタブレットドリル

を導入し、災害や感染症の発生時における学校の長期休業を見据え、学校だけ

でなく家庭においても活用を進めていくこととしており、各家庭での通信環境

(単位：円)

ＰＴＡ会費等 卒業アルバム 学用品費 通学用品費等

小１ 4,316 48,946 45,024 111,936

小２ 4,564 6,247 2,684 24,146

小３ 4,316 6,056 3,033 26,243

小４ 4,631 36,330 2,684 57,641

小５ 4,316 5,629 2,614 27,272

小６ 4,367 8,428 2,018 2,764 33,876

中１ 11,195 75,164 15,413 127,100

中２ 11,195 1,453 4,400 40,914

中３ 11,195 7,450 1,453 4,400 56,501

※保護者負担額は、学校からの報告額を基に子供一人当たりの平均的な経費を算出している.。

ドリル、ノート、教材等

ＰＴＡ会費等

ＰＴＡ会費、生徒会費、児童活動費、教育後援会費（クラブ活動

費）等

学校徴収金以外

学用品費

制服、体操服、上靴、名札、水泳用品、絵具セット、算数セット、

給食着、習字道具、辞書、裁縫道具、リコーダー、鍵盤ハーモニ

カ、彫刻刀等

通学用品費等

ランドセル、通学用鞄、通学用靴、雨具（合羽・長靴等）、ヘル

メット等

16,299

25,328

23,866

32,003

保護者負担額の内容

学校徴収金

学用品費

14,713

学　年

保護者負担額

学校徴収金 学校徴収金以外

合計

学用品費

13,650

10,651

12,838

13,996
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整備への理解と協力について保護者へお願いしていく予定である。 
国の要保護児童生徒援助費補助金交付要綱において、ＩＣＴを通じた教育が、

学校長若しくは教育委員会が正規の教材として指定又は正規の教材と同等と

認められるものである場合、オンライン学習に必要な通信費について補助対象

とされたことを受け、本市において各家庭に整備を依頼することによって生じ

る通信環境整備の経費及び通信費の支援について検証を行った。 
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３３３３    適正化に向けた具体的方策の提言適正化に向けた具体的方策の提言適正化に向けた具体的方策の提言適正化に向けた具体的方策の提言 

（（（（１１１１））））支給品目支給品目支給品目支給品目ごとの支給額の妥当性ごとの支給額の妥当性ごとの支給額の妥当性ごとの支給額の妥当性についてについてについてについて 

支給品目ごとの支給額については概ね妥当である。ただし、卒業アルバムに

ついては、児童・生徒にとって在校時の思い出として卒業時の記念となるもの

ではあるが、高額であるため保護者の負担も大きいことや、各家庭の事情によ

って購入を断念するケースも考えられることから、優先的品目とのバランスや

購入率等も考慮しつつ、卒業アルバム代の支援について、今後検討いただきた

い。  
また、その他に保護者の負担が大きいものとして、制服や体操服の買い替え

があげられるが、買替時期は子どもの成長によって異なり、一定の学年におい

て支援することが難しいことや、友人、知人からの譲渡、ＰＴＡによるバザー

などにより、すべての家庭において一律に買い替えによる多額の負担が生じて

いるわけではないことや、私服の学校があることも踏まえ、今後現物支給を含

めた支援策について検討されたい。 
    

（２）（２）（２）（２）オンライン学習通信費についてオンライン学習通信費についてオンライン学習通信費についてオンライン学習通信費について 

  新型コロナウイルス感染症の拡大が発端となって、教育現場におけるＩＣＴ

を活用した取り組みは今後拡充されると考えられる。本市において、今年度導

入されるタブレットドリルもその一つであり、教育委員会がこれを正規の教材

と同等と認め、家庭において活用される場合には、新たな保護者負担となりう

ることにも考慮する必要がある。今後、保護者の理解をいただいたうえで家庭

での活用を開始することとなった場合は、その整備費や通信費について国の補

助基準を目処に真に支援が必要とされている対象者に対し、支援されるよう要

望する。 
 
（３）（３）（３）（３）その他留意点その他留意点その他留意点その他留意点 

平成２５年度から、国が生活保護基準を段階的に見直す中で、就学援助の支

給基準額にこの見直しを反映させることについては、国からできる限りその影

響が出ないよう対応方針が示されており、これに基づいて本市においては、見

直し前の基準である特別支援教育就学奨励費の需要額測定に用いる基準額を

採用しているため、現生活保護基準より高い基準となっている。 
また、平成１９年度の検証の結果、収入状況に応じて段階的に支給を行うに

あたり３区分方式を導入しており、区分３に該当する世帯は、全世帯の平均収

入を考える上で比較的高い収入層に該当していることから、真に支援が必要な

世帯であるか否かを慎重に判断すべきである。 
平成２５年度の生活保護基準の見直し前の基準額を据え置き、既に８年が経
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過しており、上記のことも踏まえ、直近の基準額を採用することや３区分方式

の認定についても合わせて見直しを検討されたい。見直しにあたっては、新型

コロナウイルス感染症の影響により経済が停滞するなど、今後の社会経済の先

行きが不安定であることも十分に考慮し、慎重に対応されるよう要望する。 
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    おわりにおわりにおわりにおわりに 

 

本制度は、児童・生徒が経済的不安を感じることなく就学できるよう、真に支

援が必要な家庭に対し適切な支援を行うことを目的に、市民の理解のもと持続可

能な制度として適正に運用していくことが重要である。 
今後、教育現場でのＩＣＴを活用した学習の取り組みは、さらに進んでいくと

考えられることから、その支援についてもこれからの時代に即した内容を取り入

れていく必要がある。 
これらのことを念頭に、今回検討委員会では様々な視点から本制度を検証し、

適正化に向けて提言をまとめた。 
全ての児童・生徒が、学校生活を安心して送ることができるように、経済的な

理由で就学が困難な児童・生徒を支援していくことは、当事者への一時的な支援

だけに留まらず、未来の日本における貴重な人材を育む重要な施策であると捉え

ている。 
これからも就学援助の適正化を検証していくことで、この制度が子どもたちの

輝かしい未来に向けた、持続可能な制度として確立していくことを期待する。 
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